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【ポイント】 

・東日本大震災の復旧・復興対策としては、基本は法改正という形式で対応されたが、一部、法律

の解釈等を明らかにする通知が関係省庁から発出されている。 

・これらの通知は、原則、法律解釈の範囲内と解される。ただし、土地区画整理法に基づく仮換地

を二度に分けて行う通知については法解釈上の議論すべき点がある。 

・仮換地指定を二度に分けて行う運用は、津波被災地のように現状で土地所有者等の利用が想定で

きない場合に限定して行うべきである。 

 

1．はじめに 

 筆者は拙稿「最新の防災・復興法制」1において、緊急事態期及び応急期においては、関係省庁から法

解釈を明確化するものから、「超法規的な通知」まで、各種の通知が発出されたことを明らかにした。 

 その上で、復旧・復興期の対策については、東日本大震災特別区域法等各種の法改正が行われ、具体的

な被災地の問題に対しては法律レベルでの対応が行われたことから、各省庁の通知による運用ではなく、

具体的な立法状況について分析をした。 

 しかし、その後、復旧・復興期における関係省庁の通知についても多数発出されたことが確認できたも

のの、現時点でHPなどのリンクが切れの情報もでてきている。 

 このため、現時点で把握できる復旧・復興期の通知について収集・分析を行うとともに、一定の法的評

価を行い、平時における法律の解釈を越えている通知について、安定的に制度を運用するための前提条件

を整理する。 

 

2．東日本大震災の復旧・復興対策としての通知の概要 

（1）当該通知の把握方法 

 緊急事態期における通知については、内閣府が「東日本大震災に関連した各府省の規制緩和等の状況」

というタイトルで各省庁から発出された通知の項目を発表している2。応急期についても、厚生労働省及

び内閣府が災害救助法の通知を公表している3。 

 これに対して、復旧・復興期の通知については、まとまった情報源は存在しない。 

 このため、以下においては、国土交通省及び農林水産省における通知をそれぞれの省庁HPから収集して

分析する。通知の選定基準としては、原発被災地関係を除き、市街地整備、まちづくり、農地、農村整備、

基盤整備に関係するものを対象としている。 

 

（2）国土交通省の通知 

 国土交通省の関係する東日本大震災関係の通知について収集した結果45は、図表1のとおりである。 
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（図表1）国土交通省が復旧・復興対策として発出した通知等 
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（2）農林水産省の通知 

 農林水産省の関係する東日本大震災関係の通知について収集した結果6は、図表2のとおりである。なお、

農林水産省の報道資料において項目だけ確認できるものの、既にリンク切れなどで具体的な資料を把握

できないものもある7。 

 

（図表2）農林水産省が復旧・復興対策として発出した通知等 

 
 

3．東日本大震災の際の復旧・復興対策に関する通知の評価 

（1）基本的な分析 

 東日本大震災の際の復旧・復興対策については、緊急事態期、応急期に比べると、東日本大震災の発生

後、法改正などの制度改正のための必要な時間的余裕があったことから、東日本大震災特別区域法など必

要な法制度及び復興交付金制度などの予算制度が講じられている8。 

 このため、緊急事態期における通知のように法令の基準を越えた運用を認める「超法規的な通知」は基

本的に存在しないと考えられる。図表1及び図表2の通知の内容を分析した結果においても、法律または予

算などの制度の解釈を明らかにしたものである。 

 ただし、唯一の例外として、「津波被災市街地における土地区画整理事業によるかさ上げ等の工事の早

期着手に向けた仮換地指定に係る特例的取扱いについて」（2014年1月30日、以下「仮換地指定通知」とい

う）が通常の法解釈の限度を超えている可能性があるので、以下、分析する9。 
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（2）仮換地指定通知について 

ア 仮換地指定通知の内容 

 仮換地指定通知の要点としては、 

①第一段階の仮換地指定として、原則として、使用収益されていない土地を対象にして、現位置に仮換地

を指定する。 

②この仮換地指定によって土地の所有者等は使用収益ができなくなる。（使用収益を開始できる日を「別

に定めて通知する日」と指定通知書に記載する） 

③施行者は土地の所有者等の同意を得ずに工事を行うことができる。 

④工事の進捗にあわせて換地設計に合わせた仮換地指定を行う。 

 

イ 仮換地指定通知の背景 

 仮換地指定通知が発出された背景としては、土地所有者等の同意をえて工事を行う起工承諾という手

法だけでは工事が円滑にできない、という要望が、岩手県陸前高田市から国土交通省都市局に寄せられ、

それに緊急に対応する必要があったことがあげられる。 

 

ウ 仮換地指定通知の法的な論点 

 仮換地指定は、土地区画整理法第98条第1項に基づいて行われるが、同条第2項に基づく「換地計画にお

いて定められた事項」または「この法律に定める換地計画の決定の基準」を考慮しなければならないとさ

れている。 

 当該通知での状況は、「換地計画において定められた事項」は存在しないので、土地区画整理法に定め

る換地計画の決定の基準が重要になる。土地区画整理法では換地計画の決定の基準としては、換地の特例

規定を除けば、土地区画整理法第89条の照応の原則しかない。 

 照応の原則自体は法文の文言上抽象的であり、明確に現地での仮換地を否定するものではない。しか

し、土地所有者等の同意なしに工事を行う権限を施行者に付与することからみて、「公共施設の整備改善

及び宅地の利用増進」という法目的に全く合致しない現状のままの仮換地指定にそのような効果を持た

していいのかという疑問が生じる。 

 また、当該通知では、第一段階の仮換地としての使用収益の発生日を「別に定めて通知する日」にして

おり、結果として、従前の土地と仮換地の後（第一段階では全く同じ土地）の双方の利用収益が否定され

ることになる。 

 この点についても、東京地方裁判所昭和34年3月4日判決によって、「仮換地の使用開始日を別に定める

場合」でも仮換地指定は無効ではないと判示している。このため、仮換地としての使用収益の発生日を

「別に定めて通知する日」に定める点についても、形式的には違法とは解されない。 

 ただし、この場合であっても、同法第101条第1項の規定により、従前地も仮換地後の土地も双方とも使

用収益ができなくなった場合には、「通常生ずべき損失を補償しなければならない」と規定している。 

 この点の対応については、当該通知は自覚的であって、津波被災市街地では実際に仮換地の対象となる

土地自体が現実に不能になっていることを持って、「通常生ずべき損失」は発生しないと考えている。 
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（3）仮換地指定通知の活用方法 

 この仮換地指定通知に基づく二段階の仮換地指定については、当該通知発出の背景となった陸前高田

市と女川町10で活用されている。 

 この手法については、注10で引用した土屋論文では、普遍化が望ましいということが前提の記述になっ

ている。 

 しかし、（2）ウに述べたとおり、二段階の仮換地という運用自体を土地区画整理法がそもそも想定して

いるのかについて疑問がある。特に、従前地及び仮換地指定後の従後地の双方の使用収益が停止された場

合に、施行者が土地所有者等に対して通常生ずべき損失を補償しなくて良い場合、具体的には、大規模な

災害後の復興事業であって、仮換地時点で土地所有者等の使用収益が事実上想定されない場合に限定し

て、活用することが適切と考える。 

 

4．まとめ 

 本稿においては、東日本大震災の復旧・復興対策に関し、国土交通省及び農林水産省から発出された通

知を収集・分析した。 

 さらに、その通知のうち、通常の法律の解釈の枠を越えている可能性のある通知である、「津波被災市

街地における土地区画整理事業によるかさ上げ等の工事の早期着手に向けた仮換地指定に係る特例的取

扱いについて」（2014年1月30日）について、法的な論点及び安定的に当該通知を運用するための前提条件

として、「大規模な災害後の復興事業であって、仮換地時点で土地所有者等の使用収益が事実上想定され

ない場合に限定すべき」点を明らかにしたところである。 

（佐々木晶二） 
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